
児童福祉法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。 
  平成 18 年 3 月 31 日 

 岩手県知事 増 田 寛 也  
岩手県規則第 85 号 

   児童福祉法施行細則の一部を改正する規則 
第１条 児童福祉法施行細則（昭和 31 年岩手県規則第 84 号）の一部を次のように改正する。 
本則及び様式中次の表の左欄に掲げる字句等（同表の中欄に掲げる規定又は様式に規定するものに限る。）は、それぞれ同表の

右欄に掲げる字句等に改める。 

第 21 条の９の２ 第４条第１項、第４条の３及び様式第５号 第 21 条の９の６ 

地方振興局長等 第 26 条並びに第 27 条第１項及び第３項 広域振興局長等 

各あて人の意味で用いられている「地

方振興局長」 
様式第 10 号、様式第 20 号、様式第 21 号、様式第 24
号、様式第 25 号及び様式第 26 号 

「  振興局長」 

 

改正前 改正後 

（育成医療の給付の申請等） 
第２条 省令第 7 条第１項の規定による申請は、育成医療給付

申請書（様式第１号）により行わなければならない。 
２ 前項の申請書には、育成医療意見書（様式第２号）及び別

に定める様式による世帯調書（以下「世帯調書」という。）

を添付しなければならない。 
（療育の給付の申請等） 

第３条 ［略］ 
２ 前項の申請書には、療育給付意見書（様式第４号）及び世

帯調書を添付しなければならない。  

（指定居宅支援事業者の指定） 

第５条 省令第21条の14から第21条の16までに規定する申請

書は、指定居宅支援事業者指定申請書（様式第７号）によら

なければならない。 

（変更の届出等） 

第６条 省令第21条の17第１項の規定による届出は、指定居宅

支援事業者変更届（様式第８号）により行わなければならな

い。 

２ 省令第 21条の 17第３項の規定による届出は、指定居宅支

援事業廃止（休止、再開）届（様式第９号）により行わなけ

ればならない。 

（里親認定等の申請） 

第９条 ［略］ 

２ ［略］ 

３ 前２項の申請書は、所管地方振興局長又は所管福祉事務所

長及び福祉総合相談センター所長又は所管児童相談所長を

経由しなければならない。 

 

４ ［略］ 

 

 

第２条 削除 

 

 

 

 

（療育の給付の申請等） 

第３条 ［略］ 
２ 前項の申請書には、療育給付意見書（様式第４号）及び別

に定める様式による世帯調書を添付しなければならない。 

 

第５条及び第６条 削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（里親認定等の申請） 

第９条 ［略］ 

２ ［略］ 

３ 前２項の申請書は、所管する広域振興局、広域振興局総合

支局若しくは地方振興局又は福祉事務所の長及び福祉総合

相談センター又は児童相談所の長を経由しなければならな

い。 

４ ［略］ 

 



（費用の徴収） 

第 23条 地方振興局長（法第 27条第１項第３号及び第２項に

規定する措置に要する費用の場合にあっては、福祉総合相談

センター所長又は児童相談所長。以下「地方振興局長等」と

いう。）は、法第 56条第２項の規定に基づき、本人又はそ

の扶養義務者から、その負担能力に応じ、次の各号に掲げる

措置に要する費用について、当該各号に定める額を徴収しな

ければならない。 

(１)～(２) ［略］ 

２ ［略］ 

（費用の支払命令等） 

第24条 保健所長は、法第56条第５項の規定に基づき、本人又

はその扶養義務者に対して、その負担能力に応じ、次の各号

に掲げる措置に要する費用について当該各号に定める額を

支払うべき旨を命じなければならない。 

(１) 法第20条に規定する措置 別表第２に定める額 

(２) 法第21条の９の２に規定する措置 別表第４に定め

る額を限度とする額 

２ 地方振興局長は、法第 56条第８項の規定に基づき、本人

又はその扶養義務者が前項の規定により支払うべき旨を命

じられた額の全部又は一部を支払わなかったため、県におい

て法第20条又は第21条の９の２に規定する措置に要する費

用を支弁したときは、本人又はその扶養義務者から、当該支

払わなかった額を徴収しなければならない。 

 

（負担金の額の変更） 

第 25 条 地方振興局長等又は保健所長は、災害その他やむを

得ない理由により本人又はその扶養義務者の負担能力に変

動が生じたと認めるときは、その変動の程度に応じて第 23

条の規定により被措置者又はその扶養義務者から徴収する

費用（以下「２項負担金」という。）及び前条第１項の規定

により被措置者又はその扶養義務者に対して支払を命ずる

費用（以下「４項負担金」という。）の額を変更することが

できる。 

２ 前項の規定に基づく２項負担金又は４項負担金の額の変

更を受けようとする者は、負担金額変更申請書（様式第 24

号）を、所管地方振興局長（法第 20 条に規定する措置に要

する費用に係る４項負担金の変更の場合にあっては所管保

健所長、法第 27 条第１項第３号及び第２項に規定する措置

に要する費用に係る２項負担金の変更の場合にあっては福

祉総合相談センター所長又は所管児童相談所長）に提出しな

ければならない。 

 

（費用の徴収） 

第 23条 広域振興局又は地方振興局の長（法第 27条第１項第

３号及び第２項に規定する措置に要する費用の場合にあっ

ては、福祉総合相談センター所長又は児童相談所長。以下「広

域振興局長等」という。）は、法第 56 条第２項の規定に基

づき、本人又はその扶養義務者から、その負担能力に応じ、

次の各号に掲げる措置に要する費用について、当該各号に定

める額を徴収しなければならない。 

(１)～(２) ［略］ 

２ ［略］ 

（費用の支払命令等） 

第24条 保健所長は、法第56条第５項の規定に基づき、本人又

はその扶養義務者に対して、その負担能力に応じ、法第21条

の９の６に規定する措置に要する費用について、別表第４に

定める額を限度とする額を支払うべき旨を命じなければなら

ない。 

 

 

２ 広域振興局又は地方振興局の長（以下「局長」という。）

は、法第 56条第８項の規定に基づき、本人又はその扶養義務

者が前項の規定により支払うべき旨を命じられた額の全部又

は一部を支払わなかったため、県において法第 21条の９の６

に規定する措置に要する費用を支弁したときは、本人又はそ

の扶養義務者から、当該支払わなかった額を徴収しなければ

ならない。 

（負担金の額の変更） 

第 25条 広域振興局長等又は保健所長は、災害その他やむを得

ない理由により本人又はその扶養義務者の負担能力に変動が

生じたと認めるときは、その変動の程度に応じて第 23条の規

定により被措置者又はその扶養義務者から徴収する費用（以

下「２項負担金」という。）及び前条第１項の規定により被

措置者又はその扶養義務者に対して支払を命ずる費用（以下

「４項負担金」という。）の額を変更することができる。 

 

２ 前項の規定に基づく２項負担金又は４項負担金の額の変

更を受けようとする者は、負担金額変更申請書（様式第 24号）

を、所管する局長（法第 21条の９の６に規定する措置に要す

る費用に係る４項負担金の変更の場合にあっては所管保健所

長、法第 27条第１項第３号及び第２項に規定する措置に要す

る費用に係る２項負担金の変更の場合にあっては福祉総合相

談センター所長又は所管児童相談所長）に提出しなければな

らない。 



（書類の経由） 
第 29条 児童福祉施設の設置者又はその施設の長が、法令によ

り、知事又は厚生労働大臣に提出する書類は、特別の定めが

ある場合を除くほか、当該児童福祉施設が、町村に所在する

場合にあっては町村長、所管地方振興局長及び知事を、市に

所在する場合にあっては市長及び知事をそれぞれ経由するも

のとする。 
別表第１（第 23 条関係） 
徴収額（扶養義務者） 

［略］ 

備考１ この表のＣ1の階層における「均等割の額」とは、地方税

法（昭和 25 年法律第 226 号）第 292 条第１項第 1 号に規定

する均等割の額をいい、Ｃ2 の階層における「所得割の額」

とは、同項第２号に規定する所得割（この所得割を計算する

場合には、同法第 314 条の７及び同法附則第５条第２項の規

定は、適用しないものとする。）の額をいい、同法第 323 条

に規定する市町村民税の減免があった場合には、その額を所

得割の額又は均等割の額から順次控除して得た額を所得割

の額又は均等割の額とする。 
２ この表のＤ1からＤ14までの階層における「所得税の額」と

は、所得税法（昭和40年法律第33号）、租税特別措置法（昭

和32年法律第26号）、経済社会の変化等に対応して早急に講

ずべき所得税及び法人税の負担軽減措置に関する法律（平成

11年法律第８号）及び災害被害者に対する租税の減免、徴収

猶予等に関する法律（昭和22年法律第175号）の規定によっ

て計算された所得税の額をいう。ただし、所得税額を計算す

る場合には、次の規定は、適用しないものとする。 

 (１)  ［略］ 

    (２)  租税特別措置法第 41 条第１項、第２項及び第３項（これ 

らの規定が改正された場合における経過規定を含む。） 

 

３～５ ［略］ 

   ６ 児童の属する世帯の階層区分がＢの階層と認定された世

帯であっても、次の各号のいずれかに該当する場合において

は、０円をもってこの表に定める額とする。  

    (１)～(３) ［略］ 

   （４）保護者の申請に基づき、生活保護法（昭和 25 年法律第

144 号）に定める要保護者等特に困窮していると地方振興

局長等が認めた世帯   

７～10 ［略］ 

 

 

 

（書類の経由） 
第 29条 児童福祉施設の設置者又はその施設の長が、法令によ

り、知事又は厚生労働大臣に提出する書類は、特別の定めが

ある場合を除くほか、当該児童福祉施設が、町村に所在する

場合にあっては町村長、所管する局長及び知事を、市に所在

する場合にあっては市長及び知事をそれぞれ経由するものと

する。 
別表第１（第 23 条関係） 
 徴収額（扶養義務者） 

［略］ 

備考１ この表のＣ1 の階層における「均等割の額」とは、地方税

法（昭和 25 年法律第 226 号）第 292 条第１項第 1 号に規定

する均等割の額をいい、Ｃ2 の階層における「所得割の額」

とは、同項第２号に規定する所得割（この所得割を計算する

場合には、同法第 314 条の７及び同法附則第５条第３項の規

定は、適用しないものとする。）の額をいい、同法第 323 条

に規定する市町村民税の減免があった場合には、その額を所

得割の額又は均等割の額から順次控除して得た額を所得割

の額又は均等割の額とする。 
２ この表のＤ1からＤ14までの階層における「所得税の額」と

は、所得税法（昭和40年法律第33号）、租税特別措置法（昭

和32年法律第26号）、経済社会の変化等に対応して早急に講

ずべき所得税及び法人税の負担軽減措置に関する法律（平成

11年法律第８号）及び災害被害者に対する租税の減免、徴収

猶予等に関する法律（昭和22年法律第175号）の規定によっ

て計算された所得税の額をいう。ただし、所得税額を計算す

る場合には、次の規定は、適用しないものとする。 

    (１)  ［略］ 

    (２)  租税特別措置法第 41 条第１項及び第２項並びに第 41

条の２（これらの規定が改正された場合における経過規定

を含む。） 

   ３～５ ［略］ 

６ 児童の属する世帯の階層区分がＢの階層と認定された世

帯であっても、次の各号のいずれかに該当する場合において

は、０円をもってこの表に定める額とする。  

    (１)～(３) ［略］ 

   （４）保護者の申請に基づき、生活保護法（昭和 25 年法律第

144 号）に定める要保護者等特に困窮していると広域振興

局長等が認めた世帯   

７～10 ［略］ 



別表第２（第23条、第24条関係） 

徴収額 

備考１ この表のＣ1の階層における「均等割の額」とは、地方税法

第292条第１項第１号に規定する均等割の額をいい、Ｃ2の階層

における「所得割の額」とは、同項第２号に規定する所得割（こ

の所得割を計算する場合には、同法第314条の７及び同法附則

第５条第２項の規定は、適用しないものとする。）の額をいい、

同法第323条に規定する市町村民税の減免があった場合には、

その額を所得割の額又は均等割の額から順次控除して得た額

を所得割の額又は均等割の額とする。 

  ２ この表のＤ１からＤ19までの階層における「所得税の額」と

は、所得税法、租税特別措置法及び災害被害者に対する租税

の減免、徴収猶予等に関する法律の規定によって計算された

所得税の額をいう。 

ただし、所得税額を計算する場合には、次の規定は、適用し

ないものとする。 

 

(１) ［略］ 

(２) 租税特別措置法第 41 条第１項、第２項及び第３項 

別表第２（第 23条関係） 

徴収額 

備考１ この表のＣ1 の階層における「均等割の額」とは、地方税

法第 292 条第１項第１号に規定する均等割の額をいい、Ｃ2の

階層における「所得割の額」とは、同項第２号に規定する所

得割（この所得割を計算する場合には、同法第 314 条の７及

び同法附則第５条第３項の規定は、適用しないものとする。）

の額をいい、同法第 323 条に規定する市町村民税の減免があ

った場合には、その額を所得割の額又は均等割の額から順次

控除して得た額を所得割の額又は均等割の額とする。  

２ この表のＤ１からＤ19 までの階層における「所得税の額」

とは、所得税法、租税特別措置法、経済社会の変化等に対応

して早急に講ずべき所得税及び法人税の負担軽減措置に関

する法律及び災害被害者に対する租税の減免、徴収猶予等に

関する法律の規定によって計算された所得税の額をいう。 

ただし、所得税額を計算する場合には、次の規定は、適用

しないものとする。 

(１) ［略］ 

(２) 租税特別措置法第 41 条第１項及び第２項並びに第 41

条の２ 

徴収額 加算額 徴収額 加算額
（月額） （月額） （月額） （月額）

円 円 円 円

0 0 0 0

Ｂ 2,200 220 1,100 110

Ｃ１ 均等割の額のみで所
得割の額のない世帯

4,500 450 2,250 230

Ｃ２ 所得割の額がある世
帯

5,800 580 2,900 290

Ｄ１ 4,800円以下 6,900 690 3,450 350
4,801円から
9,600円まで
9,601円から
16,800円まで
16,801円から
24,000円まで
24,001円から
32,400円まで
32,401円から
42,000円まで
42,001円から
92,400円まで
92,401円から
120,000円まで
120,001円から
156,000円まで
156,001円から
198,000円まで
198,001円から
287,500円まで
287,501円から
397,000円まで
397,001円から
929,400円まで
929,401円から
1,500,000円まで
1,500,001円から
1,650,000円まで
1,650,001円から
2,260,000円まで
2,260,001円から
3,000,000円まで
3,000,001円から
3,960,000円まで

Ｄ19 3,960,001円以上 全額 左欄の徴収額
の10分の１に
相当する額
（その額に１
０円未満の端
数があるとき
は、これを切
り捨てた額と
し、その額が
17,120円に満
たないとき
は、17,120
円）

全額 左欄の徴収額
の10分の１に
相当する額
（その額に１
０円未満の端
数があるとき
は、これを切
り捨てた額と
し、その額が
8,560円に満
たないとき
は、8,560
円）

71,900 7,190Ｄ18 143,800 14,380

61,250 6,130

Ｄ16

Ｄ17 122,500 12,250

102,900 10,290

40,350 4,040

42,500 4,250

51,450 5,150

Ｄ15 85,000 8,500

Ｄ14 80,700 8,070

26,150 2,620

Ｄ12

Ｄ13 52,300 5,230

44,000 4,400

13,750 1,380

17,850 1,790

22,000 2,200

Ｄ11 35,700 3,570

Ｄ10 27,500 2,750

11,550 1,160

Ｄ８

Ｄ９ 23,100 2,310

18,700 1,870

6,250 630

8,100 810

9,350 940

Ｄ７ 16,200 1,620

Ｄ６ 12,500 1,250

4,700 470

Ｄ５ 11,000 1,100 5,500 550

3,800 380

Ｄ３ 8,500 850 4,250 430

Ａ階層及びＢ階層を
除いた前年分の所得
税の課税世帯であっ
て、その所得税の額
の区分が次の区分に
該当する世帯

Ｄ２ 7,600

Ａ階層を除いた当該年度分の市町村民税
非課税世帯

Ａ階層及びＤ階層を
除いた当該年度分の
市町村民税の課税世
帯であって、その市
町村民税の額の区分
が次の区分に該当す
る世帯

760

Ｄ４ 9,400 940

階層区分 定義

Ａ 生活保護法による被保護世帯（単給世帯
を含む。）

世帯の階層区分
育成医療（入院）・療育の
給付

育成医療（通院）

徴収額 加算額
（月額） （月額）

円 円

0 0
Ｂ 2,200 220

Ｃ１ 均等割の額のみで所得
割の額のない世帯

4,500 450

Ｃ２ 所得割の額がある世帯 5,800 580

Ｄ１ 4,800円以下 6,900 690
4,801円から
9,600円まで
9,601円から
16,800円まで
16,801円から
24,000円まで
24,001円から
32,400円まで
32,401円から
42,000円まで
42,001円から
92,400円まで
92,401円から
120,000円まで
120,001円から
156,000円まで
156,001円から
198,000円まで
198,001円から
287,500円まで
287,501円から
397,000円まで
397,001円から
929,400円まで
929,401円から
1,500,000円まで
1,500,001円から
1,650,000円まで
1,650,001円から
2,260,000円まで
2,260,001円から
3,000,000円まで
3,000,001円から
3,960,000円まで

Ｄ19 3,960,001円以上 全額 左欄の徴収額の10分の１に
相当する額（その額に１０
円未満の端数があるとき
は、これを切り捨てた額と
し、その額が17,120円に満
たないときは、17,120円）

Ｄ18 143,800 14,380

102,900 10,290

Ｄ17 122,500 12,250

Ｄ16

Ｄ15 85,000 8,500

Ｄ14 80,700 8,070

44,000 4,400

Ｄ13 52,300 5,230

Ｄ12

Ｄ11 35,700 3,570

Ｄ10 27,500 2,750

18,700 1,870

Ｄ９ 23,100 2,310

Ｄ８

Ｄ７ 16,200 1,620

1,100

Ｄ６ 12,500 1,250

7,600

Ｄ５ 11,000

Ａ階層及びＤ階層を
除いた当該年度分の
市町村民税の課税世
帯であって、その市
町村民税の額の区分
が次の区分に該当す
る世帯

760

Ｄ４ 9,400 940

Ｄ３ 8,500 850

Ａ階層及びＢ階層を
除いた前年分の所得
税の課税世帯であっ
て、その所得税の額
の区分が次の区分に
該当する世帯

Ｄ２

世帯の階層区分 療育の給付

Ａ階層を除いた当該年度分の市町村民税非課
税世帯

階層区分 定義

Ａ 生活保護法による被保護世帯（単給世帯を含
む。）



(３) 租税特別措置法の一部を改正する法律（平成７年法律第

55 号）附則第 18 条 

３ 法第50条第４号及び第５号に規定する費用から医療保険各法

及び結核予防法（昭和 26年法律第 96号）に定める負担額を控

除した額がこの表に定める額に満たないときは、当該控除した

額をもってこの表に定める徴収額とし、当該徴収額に 100 分の

10を乗じて得た額をもってこの表に定める加算額とする。 

４ ［略］ 

５ 入院医療又は通院医療の措置でその期間が１月未満の場合に

おいては、次の計算式によって得た額とする。 

６ ［略］ 

    

(３) 租税特別措置法等の一部を改正する法律（平成 10年法

律第 23号）附則第 12条 

３ 法第50条第５号に規定する費用から医療保険各法及び結核

予防法（昭和 26年法律第 96号）に定める負担額を控除した額

がこの表に定める額に満たないときは、当該控除した額をもっ

てこの表に定める徴収額とし、当該徴収額に 100 分の 10 を乗

じて得た額をもってこの表に定める加算額とする。 

４ ［略］ 

５ 療育給付の措置でその期間が１月未満の場合においては、

次の計算式によって得た額とする。 

 ６ ［略］     

備考 改正部分は、下線の部分である。 

 様式第１号及び様式第２号を次のように改める。 

様式第 1号及び様式第２号 削除  

 様式第７号から様式第９号までを次のように改める。 

様式第７号から様式第９号まで 削除 

改正前 改正後 

様式第 12 号（第９条関係） 
［略］                       

［略］ 

福祉総合相談センター

（児童相談所）受付印 

 地方振興局（福祉事務

所）受付印 

 

 備考 ［略］ 

様式第 13 号（第 9 条関係） 
［略］ 

［略］ 

福祉総合相談センター

（児童相談所）受付印 
 

地方振興局（福祉事務

所）受付印 

 

備考 ［略］ 

様式第 12 号（第９条関係） 
［略］           

［略］ 

福祉総合相談センター

（児童相談所）受付印 

 広域（地方）振興局（福

祉事務所）受付印 

 

備考 ［略］ 

様式第 13 号（第 9 条関係） 
［略］ 

［略］ 

福祉総合相談センター

（児童相談所）受付印 
 

広域（地方）振興局（福

祉事務所）受付印 

 

備考 ［略］ 

 
 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

第２条 児童福祉法施行細則の一部を次のように改正する。 
 本則及び様式中「第 21 条の９の６」を「第 21 条の５」に改める。 

改正前 改正後 

（費用の徴収） 

第 23 条 広域振興局又は地方振興局の長（法第 27 条第１項第

３号及び第２項に規定する措置に要する費用の場合にあって

は、福祉総合相談センター所長又は児童相談所長。以下「広

域振興局長等」という。）は、法第 56条第２項の規定に基づ 

（費用の徴収） 

第 23 条 広域振興局又は地方振興局の長（法第 27 条第１項第

３号及び第２項に規定する措置に要する費用の場合にあって

は、福祉総合相談センター所長又は児童相談所長。以下「広

域振興局長等」という。）は、法第 56条第２項の規定に基づ 

その月の入院又は通院期間

その月の実日数
この表に定める額　×

その月の入院期間

その月の実日数
この表に定める額　×



き、本人又はその扶養義務者から、その負担能力に応じ、次

の各号に掲げる措置に要する費用について、当該各号に定め

る額を徴収しなければならない。 

 (１) ［略］ 

(２) 法第 21条の９に規定する措置 別表第２に定める額 

２ ［略］ 

様式第３号（第３条関係） 

［略］   

療育給付申請書 

児童福祉法第 21 条の９の規定による医療の給付を受けたいので、

児童福祉法施行規則第 10 条第 1 項の規定により、関係書類を添えて、

次のとおり申請します。 

［略］ 

き、本人又はその扶養義務者から、その負担能力に応じ、次

の各号に掲げる措置に要する費用について、当該各号に定め

る額を徴収しなければならない。 

 (１) ［略］ 

(２) 法第 20条に規定する措置 別表第２に定める額  

２ ［略］ 

様式第３号（第３条関係） 

［略］                        

療育給付申請書 

児童福祉法第 20 条の規定による医療の給付を受けたいので、児童

福祉法施行規則第 10 条第 1 項の規定により、関係書類を添えて、次

のとおり申請します。 

［略］ 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

  附 則 
１ この規則中第１条の規定は平成 18 年 4 月１日から、第２条の規定は平成 18 年 10 月 1 日から施行する。 
２ 第１条の規定の施行の日前に行われた育成医療の給付又は育成医療に要する費用の支給については、なお従前の例による。 
３ この規則による改正前の児童福祉法施行細則に規定する様式は、当分の間、これを取り繕って使用することができる。 
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